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営業店舗のご案内

〒231-0048 神奈川県横浜市中区蓬萊町2-3 TEL （045）251-6921 FAX （045）252-6718
〒210-0005 神奈川県川崎市川崎区東田町10-35 TEL （044）244-4961 FAX （044）244-0351
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区　　分

　平素より横浜幸銀信用組合に格別のご高配を賜り、心から感謝申しあげます。

　このたび平成29年度上半期ディスクロ―ジャ―誌を作成いたしましたので、ご高覧

賜り、皆様方のご理解を一層深めて頂ければ幸いに存じます。

　私ども横浜幸銀信用組合は、厳しい金融環境のもと、地域の皆様からの信頼に応え、

地域経済の発展を目指す取組みを行ってまいりました結果、上半期の業績は着実な

成果をあげることができました。

　これもひとえに皆様のご支援の賜物と改めて深く感謝申しあげます。

　これからも、役職員一丸となって相互扶助の精神に基づき、皆さまと共に歩み

続けてまいりますので、今後ともご愛顧を賜りますようお願い申しあげます。

　平成29年11月

（単位：千円）

平成 28 年 3 月期 平成 28 年 9 月期 平成 29 年 3 月期 平成 29 年 9 月期

経 常 収 益

業 務 純 益

経 常 利 益

当 期 純 利 益

預 金 積 金 残 高

預金積金平均残高

貸 出 金 残 高

貸出金 平 均 残 高

有 価 証 券 残 高

総 資 産 額

純 資 産 額

自 己 資 本 比 率

出 資 総 額

職 員 数

理事長　　呉　龍　夫

ごあいさつ

■ 経営情報（半期情報の開示について）

24，118 百万円

359，344 百万円

274，072 百万円

312 人

26 店舗

52，627 人

平成29年9月30日現在

蓬萊町

%

人

%

人

4,350,939

928,669

1,436,382

1,272,718

175,561,562

153,802,882

124,622,052

111,859,344

52,039

208,497,170

20,651,807

15.26

18,480,122

175

2,525,341

539,002

1,013,319

1,003,408

187,696,392

180,110,447

138,877,972

131,448,776

51,895

218,227,138

21,556,095

14.58

18,727,815

179

%

人

%

人

4,875,014

1,171,499

1,363,475

1,317,237

332,918,523

194,803,141

242,073,107

142,886,797

1,942,162

387,020,362

27,556,804

10.32

23,776,383

311

4,020,077

866,426

1,414,139

1,401,656

359,344,327

344,657,722

274,072,213

254,791,170

1,943,846

422,402,006

28,816,785

9.72

24,118,044

312

（注）残高計数は期末日現在のものです。

1 2

地域の皆さまと共に

経営理念

経営方針 地域の皆様の金融機関として、公共的使命と社会的責任を念頭に、

法令等遵守態勢の徹底と高い企業倫理を確立します。

基本方針 信用組合の原点に立ち返り、顔が見える営業推進のスローガンに「FACE-TO-FACE」を掲げ、

徹底したお客様訪問により、お客様から信頼される信用組合を目指してまいります。

感 謝
地域の皆さまへの感謝の心を忘れずに、

信頼される組合を目指します。

積 極
私たちは、常にお客様の立場に立って、

何事も積極的に進取の気概をもって取り組みます。

誠 意
私たちは、常にお客様の立場に立って、

まごころを込めた、かつ誠意ある対応に心がけます。

主要な経営指標の推移
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区　　分 平成 28 年 3月期 平成 28 年 9月期 平成 29 年 9月期平成 29 年 3月期

貸 出 金 利 回

資 金 運 用 利 回

預 金 利 回

経 費 率

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

預 貸 率 （ 末 残 ）

預 証 率 （ 末 残 ）

業 務 収 支 率

業 務 粗 利 益 率

コ ア 業 務 純 益 R O A ※ 1

業 務 粗 利 益 経 費 率 O H R ※ 2

（単位：千円、％）

貸出金業種別
残高・構成比

274,072,213
平成29年9月末

製造業 1,393,121 （ 0.50%）
農業、林業 276,937 （ 0.10%）
鉱業、採石業、砂利採取業 23,574 （ 0.00%）
建設業 7,511,184 （ 2.74%）
電気・ガス・熱供給業・水道業 2,490,489 （ 0.90%）
情報通信業 41,286 （ 0.01%）
運輸業、郵便業 967,377 （ 0.35%）
卸売・小売業 9,007,808 （ 3.28%）
金融・保険業 3,624,364 （ 1.32%）

学術研究、専門・技術サービス業 318,954 （ 0.11%）

物品賃貸業 3,592 （ 0.00%）

飲食業 3,078,789 （ 1.12%）

個人（住宅・消費納税資金等） 16,050,906 （ 5.85%）
地方公共団体 29,013 （ 0.01%）
その他の産業 506,993 （ 0.18%）
その他のサービス業 8,488,622 （ 3.09%）
医療、福祉 738,881 （ 0.26%）
教育、学習支援業 11,000 （ 0.00%）

不動産業
97,129,523

（35.43%）
宿泊業
71,441,847

（26.06%）

生活関連サービス業、娯楽業　50,937,945（18.58%）

預金積金は、合併に伴う増加並びに「合併記念定期預

金」、キャンペーン商品「ファースト定期預金」、「ベスト

パートナー」、「子育て支援定期預金」、「年金定期預金」、

「年金定期プラス」も好評をいただき、預金積金総額は

３，５９３億円となりました。

預金積金は３，５００億円台に

当期純利益は、業務収益の増益および不良債権の回収

に努めた結果、前年比３９８百万円増益の１４億1百万円

となりました。

当期純利益は３９８百万円増加し、１４億円に

貸出金は、合併に伴う増加並びに合併によるスケール・

メリットを活かして、お客様のニーズにできるだけお応え

する融資ができ、２，７４０億円となりました。

貸出金は２，７００億円台に

コア業務純益は、融資推進により、前年比１．６倍増益

となりました。お客様よりお預かりしている資金を運用し、

着実に収益を上げることができております。

コア業務純益は１．６倍増加し、８６６百万円に

3.01

1.98

0.44

1.32

1.68

0.30

70.98

0.02

75.01

1.62

0.50

68.73

2.86

1.90

0.47

1.15

1.55

0.35

73.99

0.02

73.50

1.50

0.50

65.77

2.49

1.70

0.43

1.00

1.34

0.36

76.27

0.54

74.50

1.33

0.43

66.75

2.75

1.83

0.46

1.07

1.45

0.38

72.71

0.58

72.25

1.44

0.51

64.07

（注）１．コア業務純益ROAとは、収益力の高さを測る指標で、コア業務純益の総資産（支払承認見返を除く）に対する比率を表します。
２．業務粗利益経費率OHRとは、業務の効率性を示す指標で、経費の粗利益に対する比率を表します。

　〈業務粗利益経費率OHRの算出方法〉 …… 経費÷（コア業務純益＋経費）×100

3 4

貸出金業種別残高・構成比

諸利回・諸比率の推移
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区　　分 平成 28 年 3月期 平成 28 年 9月期 平成 29 年 9月期平成 29 年 3月期

貸 出 金 利 回

資 金 運 用 利 回

預 金 利 回

経 費 率

資 金 調 達 原 価 率

総 資 金 利 鞘

預 貸 率 （ 末 残 ）

預 証 率 （ 末 残 ）

業 務 収 支 率

業 務 粗 利 益 率

コ ア 業 務 純 益 R O A ※ 1

業 務 粗 利 益 経 費 率 O H R ※ 2

（単位：千円、％）

貸出金業種別
残高・構成比

274,072,213
平成29年9月末

製造業 1,393,121 （ 0.50%）
農業、林業 276,937 （ 0.10%）
鉱業、採石業、砂利採取業 23,574 （ 0.00%）
建設業 7,511,184 （ 2.74%）
電気・ガス・熱供給業・水道業 2,490,489 （ 0.90%）
情報通信業 41,286 （ 0.01%）
運輸業、郵便業 967,377 （ 0.35%）
卸売・小売業 9,007,808 （ 3.28%）
金融・保険業 3,624,364 （ 1.32%）

学術研究、専門・技術サービス業 318,954 （ 0.11%）

物品賃貸業 3,592 （ 0.00%）

飲食業 3,078,789 （ 1.12%）

個人（住宅・消費納税資金等） 16,050,906 （ 5.85%）
地方公共団体 29,013 （ 0.01%）
その他の産業 506,993 （ 0.18%）
その他のサービス業 8,488,622 （ 3.09%）
医療、福祉 738,881 （ 0.26%）
教育、学習支援業 11,000 （ 0.00%）

不動産業
97,129,523

（35.43%）
宿泊業
71,441,847

（26.06%）

生活関連サービス業、娯楽業　50,937,945（18.58%）

預金積金は、合併に伴う増加並びに「合併記念定期預

金」、キャンペーン商品「ファースト定期預金」、「ベスト

パートナー」、「子育て支援定期預金」、「年金定期預金」、

「年金定期プラス」も好評をいただき、預金積金総額は

３，５９３億円となりました。

預金積金は３，５００億円台に

当期純利益は、業務収益の増益および不良債権の回収

に努めた結果、前年比３９８百万円増益の１４億1百万円

となりました。

当期純利益は３９８百万円増加し、１４億円に

貸出金は、合併に伴う増加並びに合併によるスケール・

メリットを活かして、お客様のニーズにできるだけお応え

する融資ができ、２，７４０億円となりました。

貸出金は２，７００億円台に

コア業務純益は、融資推進により、前年比１．６倍増益

となりました。お客様よりお預かりしている資金を運用し、

着実に収益を上げることができております。

コア業務純益は１．６倍増加し、８６６百万円に

3.01

1.98

0.44

1.32

1.68

0.30

70.98

0.02

75.01

1.62

0.50

68.73

2.86

1.90

0.47

1.15

1.55

0.35

73.99

0.02

73.50

1.50

0.50

65.77

2.49

1.70

0.43

1.00

1.34

0.36

76.27

0.54

74.50

1.33

0.43

66.75

2.75

1.83

0.46

1.07

1.45

0.38

72.71

0.58

72.25

1.44

0.51

64.07

（注）１．コア業務純益ROAとは、収益力の高さを測る指標で、コア業務純益の総資産（支払承認見返を除く）に対する比率を表します。
２．業務粗利益経費率OHRとは、業務の効率性を示す指標で、経費の粗利益に対する比率を表します。

　〈業務粗利益経費率OHRの算出方法〉 …… 経費÷（コア業務純益＋経費）×100
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平成 29 年 9 月期平成 28 年 9 月期

（資産の部）
現金
預け金
有価証券

国債
地方債
短期社債
社債
株式
その他の証券

貸出金
割引手形
手形貸付
証書貸付
当座貸越

その他資産
未決済為替貸
全信組連出資金
その他の出資金
前払費用
未収収益
その他の資産
資産減損引当金

有形固定資産
建物
土地
リース資産
建設仮勘定
その他の有形固定資産

無形固定資産
ソフトウェア
のれん
その他の無形固定資産

繰延税金資産
再評価に係る繰延税金資産
債務保証見返
貸倒引当金

（うち個別貸倒引当金）
その他の引当金
資産の部　合計

平成 29 年 9 月期平成 28 年 9 月期
（負債の部）

預金積金
当座預金
普通預金
貯蓄預金
通知預金
定期預金
定期積金
その他の預金

譲渡性預金
借入金
その他の負債

未決済為替借
未払費用
給付補填備金
未払法人税等
前受収益
払戻未済持分
職員預り金
リース債務
その他の負債

代理業務勘定
賞与引当金
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
その他の引当金
特別法上の引当金

金融商品取引責任準備金
繰延税金負債
再評価に係る繰延税金負債
債務保証
負債の部　合計

（純資産の部）
出資金

普通出資金
優先出資金
その他の出資金

優先出資申込証拠金
資本剰余金

資本準備金
その他の資本準備金

利益剰余金
利益準備金
その他の利益剰余金

特別積立金
（目的積立金）
当期未処分剰余金

自己優先出資
自己優先出資申込証拠金
組合員勘定合計
その他有価証券評価差額金
繰延ヘッジ損失
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計

純資産の部　合計
負債及び純資産の部　合計

4,107,419
137,845,885

1,943,846
―
―
―

1,882,381
61,465

―
274,072,213

97,515
18,524,071

255,173,278
277,347

1,353,535
10,131

505,000
4,472
1,303

540,712
291,915

―
8,072,547
1,228,490
6,324,776

22,722
―

496,557
16,109
12,691

―
3,417

―
―

330,536
△ 5,340,087
△ 5,001,294

―
422,402,006

3,761,821
76,436,161

51,895
―
―
―
―

51,895
―

138,877,972
17,307

8,401,977
130,258,813

199,873
781,088

3,659
437,900

262
―

151,471
743,370

△ 555,575
3,436,731

422,210
2,637,524

311
―

376,684
17,620
17,620

―
―
―
―

368,187
△ 5,504,338
△ 4,884,503

―
218,227,138

359,344,327
2,138,778

37,270,090
34,483

475,010
316,215,463

3,086,466
124,035

―
31,000,000

2,230,903
31,321

1,892,286
1,477

14,815
91,470

807
118,837

22,722
57,164

―
144,873
183,897
106,373

7,654
―
―
―

236,654
330,536

393,585,221

24,118,044
9,288,044

14,780,000
50,000

―
9,331
9,331

―
4,041,087

908,100
3,132,987

285,000
―

2,847,987
―
―

28,168,464
3,908

―
644,412
648,320

28,816,785
422,402,006

187,696,392
1,625,399

22,133,801
34,793

409,000
161,552,360

1,760,605
180,431

―
7,000,000
1,188,622

16,935
883,665

1,610
9,921

145,956
615

107,674
313

21,930
359

74,940
65,888
31,952

8,045
―
―
―

236,654
368,187

196,671,042

18,727,815
4,977,815

13,750,000
―
―

9,331
9,331

―
2,174,536

209,281
1,965,254

175,000
―

1,790,254
―
―

20,911,683
―
―

644,412
644,412

21,556,095
218,227,138
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平成 29年 9月期平成 28年 9月期科　　目

経費

人件費

物件費

税金

その他経常費用

貸倒引当金繰入額

貸出金償却

株式等売却損

株式等償却

その他資産償却

その他の経常費用

経常利益

特別利益

固定資産処分益

その他の特別利益

特別損失

固定資産処分損

減損損失

その他の特別損失

税引前当期純利益

法人税・住民税及び事業税

法人税等調整額

当期純利益

繰越金（当期首残高）

土地再評価差額金取崩額

当期未処分剰余金

平成 29年 9月期平成 28年 9月期科　　目

経常収益

資金運用収益

貸出金利息

預け金利息

有価証券利息配当金

その他の受入利息

役務取引等収益

受入為替手数料

その他の役務収益

その他の業務収益

国債等債券売却益

国債等債券償還益

その他の業務収益

その他経常収益

貸倒引当金戻入

償却債権取立益

株式等売却益

その他の経常収益

経常費用

資金調達費用

預金利息

借用金利息

その他の支払利息

役務取引等費用

支払為替手数料

その他の役務費用

その他業務費用

国債等債券売却損

国債等債券償還損

国債等債券償却

その他の業務費用

1,740,119

1,099,273

581,483

59,362

74,411

―

―

―

―

―

74,411

1,414,139

3,049

―

3,049

675

260

―

414

1,416,512

14,856

―

1,401,656

1,446,330

―

2,847,987

1,035,693

633,979

373,035

28,679

16,555

―

―

―

―

―

16,555

1,013,319

89

19

70

156

156

―

―

1,013,251

9,843

―

1,003,408

786,846

―

1,790,254

4,020,077

3,318,979

3,173,946

114,621

10,210

20,201

65,794

26,771

39,022

13,179

―

―

13,179

622,124

468,112

151,697

―

2,314

2,605,938

747,291

746,648

60

582

43,795

12,573

31,221

320

―

―

―

320

2,525,341

1,990,893

1,880,386

90,869

2,118

17,519

37,022

16,530

20,492

6,553

―

―

6,553

490,873

343,561

129,945

―

17,366

1,512,022

434,789

430,459

3,778

551

24,867

7,443

17,424

116

―

―

―

116

7 8



平成 29年 9月期平成 28年 9月期科　　目
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151,697

―

2,314

2,605,938

747,291

746,648

60

582

43,795

12,573

31,221

320

―

―

―

320

2,525,341

1,990,893

1,880,386

90,869

2,118

17,519

37,022

16,530

20,492

6,553

―

―

6,553

490,873

343,561

129,945

―

17,366

1,512,022

434,789

430,459

3,778

551

24,867

7,443

17,424

116

―

―

―

116
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（単位：百万円）

●満期保有有価証券
平成 29 年 9 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

〈参考〉平成 29 年 3 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額区　　分

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

合 計

●その他有価証券
平成 29 年 9 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

〈参考〉平成 29 年 3 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額区　　分

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

合 計

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

区　　分

（単位：百万円、%）

債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

貸倒引当金引当率
(C)／(A-B)

保全率
（D）／（A）

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権

 
危 険 債 権

 

要 管 理 債 権

 

不 良 債 権 計

 

正 常 債 権

 

合 　 計

（単位：千円）

項　　目 平成29年9月期

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額 （△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本
に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセットの額の合計額 （ニ）
単体自己資本比率
単体自己資本比率（（ハ）／（ニ））

経過措置による
不算入額

平成28年9月期 経過措置による
不算入額

―

―

―

―

1,464

―

1,464

―

―

―

―

1,464

―

1,464

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

2

―

2

―

―

―

―

△ 2

―

△ 2

―

―

―

―

1,465

―

1,465

―

―

―

―

1,460

―

1,460

―

―

―

―

△ 5

―

△ 5

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

△ 6

―

△ 6

61

―

―

―

414

―

475

61

―

―

―

417

―

479

―

―

―

―

3

―

3

―

―

―

―

4

―

4

―

―

―

―

0

―

0

61

―

―

―

414

―

475

61

―

―

―

414

―

475

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

0

―

0

100.0

100.0

70.7

51.7

12.4

25.4

81.2

75.7

100.0

100.0

88.4

80.7

41.7

74.9

92.9

89.9

8,802

8,038

7,356

5,798

210

718

16,369

14,555

3,088

3,504

2,342

1,490

41

81

5,472

5,076

5,713

4,533

5,014

4,308

168

636

10,897

9,478

8,802

8,038

8,323

7,187

504

958

17,630

16,183

224,932

258,460

242,562

274,644

28,168,464
24,127,376

4,041,087
―
―

338,792
338,792

―
―

―

277,535

28,784,792

16,109
―

16,109
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

16,109

28,768,682

290,267,740
―
―
―
―
―
―

5,607,346
―
―

295,875,086

9.72%

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

20,911,683
18,737,147

2,174,536
―
―

619,835
619,835

―
―

―

277,535

21,809,055

17,620
―

17,620
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

17,620

21,791,434

144,489,127
―
―
―
―
―
―

4,889,763
―
―

149,378,891

14.58%

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

※百万円未満は切り捨てて表示しております。また少数点第2 位以下は切り捨てて表示しております。
（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに

準ずる債権です。
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収収及び利息の受取りができない可能性

の高い債権です。
３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
７．金額は決算後（償却後）の計数です。

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合
連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しておりま
す。なお、当組合は国内基準を採用しております。

（注）売買目的有価証券、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。

（注）売買目的有価証券、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。
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金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

有価証券の時価情報

自己資本の充実状況

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債
権およびこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収収及び利息の受取りが
できない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債

権です。
５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
７．金額は決算後（償却後）の計数です。



（単位：百万円）

●満期保有有価証券
平成 29 年 9 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

〈参考〉平成 29 年 3 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額区　　分

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

合 計

●その他有価証券
平成 29 年 9 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

〈参考〉平成 29 年 3 月末

時　価
貸借対照表

計上額
評価差額区　　分

株 式

債 券

国 債

地 方 債

社 債

そ の 他

合 計

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

平成29年3月末

平成29年9月末

区　　分

（単位：百万円、%）

債権額
（A）

担保・保証等
（B）

貸倒引当金
（C）

保全額
（D）＝（B）＋（C）

貸倒引当金引当率
(C)／(A-B)

保全率
（D）／（A）

破 産 更 生 債 権 及 び

こ れ ら に 準 ず る 債 権

 
危 険 債 権

 

要 管 理 債 権

 

不 良 債 権 計

 

正 常 債 権

 

合 　 計

（単位：千円）

項　　目 平成29年9月期

コア資本に係る基礎項目（１）
普通出資又は非累積的永久優先出資に係る組合員勘定又は会員勘定の額

うち、出資金及び資本剰余金の額
うち、利益剰余金の額
うち、外部流出予定額 （△）
うち、上記以外に該当するものの額

コア資本に係る基礎項目の額に算入される引当金の合計額
うち、一般貸倒引当金コア資本算入額
うち、適格引当金コア資本算入額

適格旧資本調達手段の額のうち、コア資本に係る基礎項目の額に含まれる額

公的機関による資本の増強に関する措置を通じて発行された資本調達手段の額のうち、コア資
本に係る基礎項目の額に含まれる額

土地再評価額と再評価直前の帳簿価額の差額の45パーセントに相当する額のうち、コア資本
に係る基礎項目の額に含まれる額

コア資本に係る基礎項目の額 （イ）
コア資本に係る調整項目（２）
無形固定資産（モーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）の額の合計額

うち、のれんに係るものの額
うち、のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るもの以外の額

繰延税金資産（一時差異に係るものを除く。）の額
適格引当金不足額
証券化取引に伴い増加した自己資本に相当する額
負債の時価評価により生じた時価評価差額であって自己資本に算入される額
前払年金費用の額
自己保有普通出資等（純資産の部に計上されるものを除く。）の額
意図的に保有している他の金融機関等の対象資本調達手段の額
少数出資金融機関等の対象普通出資等の額
信用協同組合連合会の対象普通出資等の額
特定項目に係る10パーセント基準超過額

うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

特定項目に係る15パーセント基準超過額
うち、その他金融機関等の対象普通出資等に該当するものに関連するものの額
うち、モーゲージ・サービシング・ライツに係る無形固定資産に関連するものの額
うち、繰延税金資産（一時差異に係るものに限る。）に関連するものの額

コア資本に係る調整項目の額 （ロ）
自己資本
自己資本の額（（イ）－（ロ）） （ハ）
リスク・アセット等（３）
信用リスク・アセットの額の合計額
うち、経過措置によりリスク・アセットの額に算入される額の合計額

うち、無形固定資産（のれん及びモーゲージ・サービシング・ライツに係るものを除く。）
うち、繰延税金資産
うち、前払年金費用
うち、他の金融機関等向けエクスポージャー
うち、上記以外に該当するものの額

オペレーショナル・リスク相当額の合計額を8パーセントで除して得た額
信用リスク・アセット調整額
オペレーショナル・リスク相当額調整額
リスク・アセットの額の合計額 （ニ）
単体自己資本比率
単体自己資本比率（（ハ）／（ニ））

経過措置による
不算入額

平成28年9月期 経過措置による
不算入額

―

―

―

―

1,464

―

1,464

―

―

―

―

1,464

―

1,464

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

2

―

2

―

―

―

―

△ 2

―

△ 2

―

―

―

―

1,465

―

1,465

―

―

―

―

1,460

―

1,460

―

―

―

―

△ 5

―

△ 5

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―
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―

△ 6
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―

―

―
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―
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61

―

―

―
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―
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―

―

―

―

3

―

3

―

―

―

―

4

―

4

―

―

―

―

0

―

0

61

―

―

―

414

―

475

61

―

―

―

414

―
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―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

0

―

0

―

―

―

―

0

―

0

100.0

100.0

70.7

51.7

12.4

25.4

81.2

75.7

100.0

100.0

88.4

80.7

41.7

74.9

92.9

89.9

8,802

8,038

7,356

5,798

210

718

16,369

14,555

3,088

3,504

2,342

1,490

41

81

5,472

5,076

5,713

4,533

5,014

4,308

168

636

10,897

9,478

8,802

8,038

8,323

7,187

504

958

17,630

16,183

224,932

258,460

242,562

274,644

28,168,464
24,127,376

4,041,087
―
―

338,792
338,792

―
―

―

277,535

28,784,792

16,109
―

16,109
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

16,109

28,768,682

290,267,740
―
―
―
―
―
―

5,607,346
―
―

295,875,086

9.72%

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

20,911,683
18,737,147

2,174,536
―
―

619,835
619,835

―
―

―

277,535

21,809,055

17,620
―

17,620
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

17,620

21,791,434

144,489,127
―
―
―
―
―
―

4,889,763
―
―

149,378,891

14.58%

―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―
―

※百万円未満は切り捨てて表示しております。また少数点第2 位以下は切り捨てて表示しております。
（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに

準ずる債権です。
２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収収及び利息の受取りができない可能性

の高い債権です。
３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債権です。
５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
７．金額は決算後（償却後）の計数です。

（注）自己資本比率の算出方法を定めた「協同組合による金融事業に関する法律第六条第一項において準用する銀行法第14条の２の規定に基づき、信用協同組合及び信用協同組合
連合会がその保有する資産等に照らし自己資本の充実の状況が適当であるかどうかを判断するための基準（平成18年金融庁告示第22号）」に係る算式に基づき算出しておりま
す。なお、当組合は国内基準を採用しております。

（注）売買目的有価証券、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。

（注）売買目的有価証券、子会社・子法人等株式及び関連法人等株式に区分した有価証券はありません。

9 10

金融再生法開示債権及び同債権に対する保全額

有価証券の時価情報

自己資本の充実状況

（注）１．「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債
権およびこれらに準ずる債権です。

２．「危険債権」とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元本の回収収及び利息の受取りが
できない可能性の高い債権です。

３．「要管理債権」とは、「３か月以上延滞債権」および「貸出条件緩和債権」に該当する貸出債権です。
４．「正常債権」とは、債務者の財政状態および経営成績に特に問題がない債権で、「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」、「危険債権」、「要管理債権」以外の債

権です。
５．「担保・保証等（B）」は、自己査定に基づいて計算した担保の処分可能見込額および保証による回収が可能と認められる額の合計額です。
６．「貸倒引当金（C）」は、「正常債権」に対する一般貸倒引当金を控除した貸倒引当金です。
７．金額は決算後（償却後）の計数です。
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本店営業部
川 崎 支 店
横須賀支店
平 塚 支 店
大 和 支 店
静 岡 支 店
水 戸 支 店
千 葉 支 店
船 橋 支 店
福 井 支 店
富 山 支 店
金 沢 支 店
松 本 支 店
上 田 支 店
諏 訪 支 店
前 橋 支 店
宇都宮支店
新 潟 支 店
福岡営業部
北九州支店
飯 塚 支 店
東福岡支店
熊 本 支 店
熊本県庁通り支店
大 分 支 店
佐 賀 支 店

神奈川県

静岡県
茨城県
千葉県

福井県
富山県
石川県
長野県

群馬県
栃木県
新潟県
福岡県

熊本県

大分県
佐賀県

営業店舗のご案内

〒231-0048 神奈川県横浜市中区蓬萊町2-3 TEL （045）251-6921 FAX （045）252-6718
〒210-0005 神奈川県川崎市川崎区東田町10-35 TEL （044）244-4961 FAX （044）244-0351
〒238-0006 神奈川県横須賀市日の出町1-2-8 TEL （046）822-6935 FAX （046）825-0368
〒254-0024 神奈川県平塚市馬入本町12-15 TEL （0463）23-2222 FAX （0463）23-9931
〒242-0021 神奈川県大和市中央5-12-1 TEL （046）260-0211 FAX （046）260-0221
〒420-0034 静岡県静岡市葵区常磐町3-5-12 TEL （054）255-2295 FAX （054）255-0504
〒310-0004 茨城県水戸市青柳町344-2 TEL （029）221-2321 FAX （029）221-2303
〒260-0027 千葉県千葉市中央区新田町13-11 TEL （043）248-2323 FAX （043）246-7009
〒273-0003 千葉県船橋市宮本1-22-13 TEL （047）424-4841 FAX （047）424-5564
〒910-0854 福井県福井市御幸4-10-25 TEL （0776）24-1200 FAX （0776）27-6818
〒930-0856 富山県富山市牛島新町4-3 TEL （076）433-2220 FAX （076）433-2229
〒920-0031 石川県金沢市広岡2-6-26 TEL （076）221-1267 FAX （076）221-2045
〒390-0803 長野県松本市元町3-4-45 TEL （0263）35-4177 FAX （0263）35-4325　
〒389-0505 長野県東御市和1631-1 TEL （0268）64-2747 FAX （0268）64-2798
〒394-0081 長野県岡谷市長地権現町4-4-1 TEL （0266）27-1515 FAX （0266）27-1887
〒371-0844 群馬県前橋市古市町1-5-4 TEL （027）252-2301 FAX （027）252-2551
〒320-0027 栃木県宇都宮市塙田2-4-2 TEL （028）625-0221 FAX （028）625-0224
〒950-0901 新潟県新潟市中央区弁天3-2-28 TEL （025）245-8281 FAX （025）245-8287
〒812-0016 福岡県福岡市博多区博多駅南2-2-12 TEL （092）441-8888 FAX （092）441-8415
〒802-0002 福岡県北九州市小倉北区京町4-1-2 TEL （093）511-3330 FAX （093）511-3338
〒820-0005 福岡県飯塚市新飯塚12-16 TEL （0948）22-7007 FAX （0948）25-1449
〒812-0053 福岡県福岡市東区箱崎4-5-19 TEL （092）641-1223 FAX （092）641-1250
〒860-0041 熊本県熊本市中央区細工町4-30-1 TEL （096）355-6161 FAX （096）322-7562
〒862-0954 熊本県熊本市中央区神水1-2-12 TEL （096）381-6767 FAX （096）381-6772
〒870-0048 大分県大分市碩田町2-2-30 TEL （097）532-7334 FAX （097）532-7371
〒840-0804 佐賀県佐賀市神野東2-1-3 TEL （0952）32-1161 FAX （0952）32-1163

店舗コード：001
店舗コード：002
店舗コード：003
店舗コード：004
店舗コード：007
店舗コード：009
店舗コード：012
店舗コード：014
店舗コード：015
店舗コード：022
店舗コード：024
店舗コード：025
店舗コード：031
店舗コード：032
店舗コード：033
店舗コード：035
店舗コード：037
店舗コード：038
店舗コード：041
店舗コード：042
店舗コード：043
店舗コード：044
店舗コード：045
店舗コード：046
店舗コード：047
店舗コード：048

〒231-0048　神奈川県横浜市中区蓬萊町2丁目3番地
TEL 045-251-6921（代表）　FAX 045-252-6718

九州エリア

東日本エリア

営業店舗

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォントを
採用しています。

環境に配慮した植物性
インキを使用しています。

この印刷物は、適切に管理された森林資源を
使用した「FSC©認証紙」を使用しています。


